
精華町教育委員会議事録

令和５年（第２回）
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１ 開 会 令和５年２月２８日（火） 午後２時３０分

閉 会 令和５年２月２８日（火） 午後５時３０分

２ 場 所 精華町役場 ３０１会議室

３ 出席委員 川村教育長 松下教育長職務代理者 新司委員

井上委員 高岡委員

４ 欠席委員 なし

５ 出席事務局職員

浦本教育部長 杉本総括指導主事

俵谷学校教育課長

籾山学校教育課担当課長（施設担当）

川畑学校教育課担当課長（学校給食担当）

田原生涯学習課長 平井学校教育課主幹

６ 傍 聴 者 ０名

７ 議事の概要

（１）開会及び冒頭あいさつ

教育長から第２回教育委員会の開会を宣言。

（２）前回議事録について

教育部長から令和５年第１回教育委員会の議事録について説明。

【採 決】

・全員承認

（３）教育長報告事項

２月２日、相楽地方教育委員会連絡協議会教育長・教育長職務代理者の合

同会議が木津川市立中央図書館であり、私と松下委員が出席した。来年度の
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役員体制や事業計画などを話合いの上、決定した。

２月７日、精華町いじめ防止対策推進委員会を対面とオンラインの併用で

開催した。この間のいじめ事象を報告して意見交換し、ご指導などをいただ

いた。

２月１０日、町内在住の元校長と現職で町内にお住まいの校長が対象の退

職校長会の総会が３年ぶりに開催された。

２月１５日、特別支援学校と特別支援学級の卒業生を送る会が３年ぶりに

オンラインで開催された。近年、対象人数が増えており、従来は、相楽郡と

して、アスピアやましろ等で一か所開催をしていたが、本年度からは、それ

ぞれの市、町、東部広域連合で行うことにして、東部広域連合は対面で実施

したと聞いているが、木津川市と精華町はオンラインでの実施となった。オ

ンラインでの実施は初めてだったので、少し画像が止まるなどのトラブルも

あったが、新しい試みとして成功したと思う。

２月２７日、岐阜県の下呂中学校とのオンライン研修があり、町内の３中

学校の校長、教務主任などが参加した。下呂中学校は働き方改革で４時半下

校の取組を実施されており、それらを中心に先進事例として学ばせてもらっ

た。

（４）議決事項

議案第１号 令和５年度小・中学校長及び教頭に係る人事異動の内申につい

て

教 育 部 長 【提案説明】

公立小・中学校の管理職の人事に関する内容であり、精華

町教育委員会会議規則第１６条の規定により非公開とするこ

とができるため、会議に諮られ「異議なし」としてこの議案

については非公開となった。

（採決 － 全員挙手により原案どおり決定）

議案第２号 令和４年度精華町議会定例会３月会議提出議案に係る意見聴取

について（令和４年度精華町一般会計補正予算（第１１号））

教 育 部 長 【提案説明】
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教育委員会に関連する部分として、２億３，３０１万２，

０００円の増額補正となっている。

まず、歳出について、小学校管理運営事業として１億２，

０１８万６，０００円の増額を行うものである。また、同じ

く中学校管理運営事業として１億１８５万６，０００円の増

額を行う。

２つの事業の概要として、まず、小学校管理運営事業は当

初令和５年度での実施を予定していた山田荘小学校と東光小

学校のトイレの便器の洋式化、床のドライ化などの改修工事

について、国において交付金が追加で予算化されたため令和

４年度に前倒しして交付金を獲得し、事業自体は令和５年度

に繰り越して実施するものである。また、中学校管理運営事

業についても同じ理由から精華南中学校のトイレ改修工事を

前倒しで実施するものである。

次に、体育施設等運営事業として３００万円の増額を行う。

事業の概要としては、燃料価格の高騰による電気料金単価

の上昇や使用電力量の増加によって、むくのきセンターの光

熱水費の不足が見込まれることから、指定管理者に支払う所

要の指定管理料を追加計上するものである。

次に、事務局費職員給与費として７９７万円の増額を行う

ものだが、こちらについては、教育委員会事務局の職員給与

の支払いに関する町長部局の執行予算であり、教育委員会の

所管外であるため詳細は省く。

次に、歳入について、１点目、小学校費補助金の学校施設

環境改善交付金として２，１９７万７，０００円、また、中

学校費補助金の同交付金として１，８５９万７，０００円を

追加計上している。

また、２点目、学校建設基金繰入金として１６万８，００

０円を追加計上している。

そして、３点目、小学校債、小学校管理運営事業として９，

８１０万円、また、中学校債、中学校管理運営事業として８，

３２０万円を追加している。
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これら３つの合計が小学校管理運営事業の増額補正の額１

億２，０１８万６，０００円及び中学校管理運営事業の増額

補正の額１億１８５万６，０００円となっている。

なお、体育施設等運営事業の追加計上額３００万円につい

ては、全額一般財源からの支出となる。

また、小学校及び中学校のトイレ改修工事を令和５年度で

予算執行できるように、事業予算の増額分全額を繰越明許費

として追加計上する。

次に、債務負担行為の補正を行う精華町立体育館・コミュ

ニティーセンター及び町立体育施設指定管理業務については、

先日、次期指定管理者として精華町スポーツ協会、三幸グル

ープを決定したところだが、指定管理の期間が５年間となっ

ているため、令和４年度から令和９年度までの債務負担行為

を設定しており、先ほど体育施設等運営事業として電気料金

の高騰に対応するため、今年度の光熱水費を３００万円追加

計上することをご説明したが、あわせて、令和５年度におい

ても、当初に想定していた光熱水費が不足する見込みである

ことから、２００万円を令和５年度に追加で債務負担の設定

をするものである。

次に、地方債補正で、小学校管理運営事業及び中学校管理

運営事業だが、先ほどご説明した小学校債９，８１０万円、

中学校債８，３２０万円を新たに計上した。

川 村 教 育 長 むくのきセンター指定管理料の追加計上額３００万円はど

のように事務局で算定したのか。

生涯学習課長 令和４年度分として３００万円増、令和５年度分として２

００万円増ということになっているが、この差は、令和５年

度の当初予算が４，７００万円で組んでいるのに対して、令

和４年度は、当初予算が４，６００万円で、もともと１００

万円少ないことが理由である。４年度、５年度ともに４，９

００万円と見込んでいるので、４年度については３００万円

の増加、５年度については差額が２００万円の増加となって

いる。ともに年間で４，９００万円を支払う予定として計上
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している。６年度以降は状況に応じての対応となる。

（採決 － 全員挙手により原案どおり決定）

議案第３号 令和４年度精華町議会定例会３月会議提出議案に係る意見聴取

について（令和５年度精華町一般会計予算）

教 育 部 長 【提案説明】

令和５年度当初予算における教育費の歳出総額は１５億１，

５３８万７，０００円である。前年度が１８億７，６４８万

５，０００円であったことから、３億６，１０９万８，００

０円、約１９．２％の減額となっている。町全体の予算額が

１５２億６，０００万円であることから、全体に占める教育

費の割合は約１０％であり、前年度が約１３％であったこと

から３％程度の減少となっている。

令和５年度予算の教育費に関する内容について、第２回総

合教育会議において委員の皆さんからいただいた意見に関す

るものを中心に説明させていただく。

教職員の働き方改革、負担軽減の観点から、教職員の事務

支援、新型コロナ対策としての消毒、清掃など、校内での

様々な作業に従事いただくスクールサポートスタッフについ

て、府費で措置されている部分に町で追加するという形で実

施をしていたが、これまで財源としていた国の新型コロナ対

策関連交付金が令和４年度で終了となり、また、令和４年度、

スクールサポートスタッフの人材確保が難しく、現時点で活

用できていないという状況もあり、令和５年度は残念ながら

一定額の予算確保にとどまっている。

また、部活動指導員についても、令和４年度、人材不足に

より予算の執行が低調であることから、今年度の執行状況を

踏まえて減額した予算となっている。

一方、ＩＣＴ支援員については、現在２名で動いていただ

いているところ、増額要望して、昨年度から約４８％の大幅

な増という形で予算を確保できている。
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学校給食費の小学校の給食費補助については、これまで小

学校給食を１食当たり約２３６円で実施してきたが、この間

の食材料費の高騰により、令和４年度２学期からは１食当た

り２６０円に、また、新年度からは１食当たり２７０円に増

額することで、児童の成長に必要な栄養価の質と量を確保す

ることとしている。このような状況の中で、保護者負担につ

いては、これまで１か月３，８００円としていたが、これを

値上げせず、差額を給食費補助として公費で補填する。これ

までの給食費補助が１か月１００円だったが、新年度からは

６８５円、食材料費の高騰分について公費で負担をするとい

う形で、保護者負担は３，８００円で据え置くということで

ある。

また、新たに開始する中学校給食では、１食当たり３２０

円での実施を想定しているが、そのうちの２０円を補助する

こととしており、その場合、給食費補助額としては１か月３

６０円を補助する予定ということで、極めて大幅な予算増と

なっている。

小・中学校の施設の老朽化に伴う更新や改修に係る工事請

負費については、先ほどの第２号議案、令和４年度補正予算

（第１１号）でご説明した小・中学校のトイレ改修工事、令

和４年度からの繰越事業として実施するため当初予算として

は計上されていないが、数多くの課題の中から優先順位をつ

けて実施していくということで、一定の予算の確保をしてい

る。

また、社会体育施設に関する内容として、むくのきセンタ

ーその他町内体育施設の修繕費４００万円を確保しており、

昨年度の２００万円から倍増となっている。むくのきセンタ

ーその他町内体育施設については４月から第３期目となる５

年間の指定管理期間がスタートすることから、施設の再点検

を行いながら修繕に取り組んでいく。

次に、文化財の保護に関して、令和７年度での策定を予定

している精華町文化財保存活用地域計画の策定に向けた地域
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計画策定協議会の運営を令和５年度から行うため、コンサル

業務の委託料を計上している。

最後に、防災食育センターについて、いよいよ今年５月に

センターが竣工する予定であり、建物の引渡し後、調理配送

等業務の受託業者もセンターに入って、２学期からの中学校

給食開始に向けた準備が本格化していくが、センターの工事

費は最終年度の精算分、その他備品類の購入費、施設の管理

運営経費を計上しており、さらに、調理配送等業務の委託料

については複数年事業として予算が確保されている。

学校教育課長 学校教育課の所管分としての歳出予算は、全体で約１０億

７，６００万円で、前年度との比較では約３億９，３００万

円の大幅な減少となっている。主な減少要因としては、今年

５月に完成予定となっている防災食育センターの建設事業及

び関連事業の事業完了に伴う減少と、ＵＲの立替え施行によ

り建設していた東光小学校の用地費の償還が令和４年度で完

了することに伴い大きく減少している。一方で、増加要因と

して、この防災食育センターの管理運営経費を新たに計上し

ているため、トータルでは３億９，３００万円の減少という

状況になっている。

各事業の特徴的な内容について説明をさせていただく。

まず、教育委員会運営費について、教育委員の報酬を今回

一人年額２４万円として増額計上している。

次に、事務局一般事務経費について、先ほど教育部長から

も説明があったとおり、現在２名で対応しているＩＣＴ支援

員の業務委託費を増額計上し、支援体制の強化を図っていき

たいと考えている。

次に、学級支援員配置事業について、こちらは支援員、介

助員、それぞれ８名分の予算を確保しており、京都府の費用

で配置いただく分と併せて、各学校の実情に応じて必要な支

援を図っていく。

次に、奨学金給付事業について、令和４年度分から新規募

集の停止と条例廃止をし、現在は経過措置を残すのみで、令
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和５年度に３年生への給付が終わって事業の完全廃止になる

という状況である。

次に、小学校管理運営事業について、学校トイレの洋式化

関係の事業費を計上しているが、今年度で、精北小学校が完

了し、山田荘小学校は第２期分の工事が完了、来年度は第３

期分を実施する。また、東光小学校の第１期分の実施に係る

費用については、先ほど説明させていただいたとおり、前年

度に引き続き、前倒しで国の交付金の採択を受けていること

から、補正予算で措置されるということで、令和５年度の当

初予算として、東光小学校については第２期分の設計費用の

５９０万円の計上のみとなっている。これ以外の費用として

は、東光小学校のプールサイドの滑り防止シートを設置する

工事と、精華台小学校の高圧引込みケーブルの工事、そして

山田荘小学校の遊具撤去などの工事費用に加えて、施設の環

境維持や、教員の負担軽減を図るために、プール開始前の清

掃やトイレの特別清掃などに係る費用も計上している。

次に、ＧＩＧＡスクール構想振興関係について、卒業生が

使用していたタブレット端末を新入生に貸与するという形で、

順次回していくという処理が必要になるが、その際の初期化

等の年度処理の作業について業者委託でやっていくというこ

とで、必要な経費を計上している。

また、これまで特色ある学校づくり事業として事業化して

いたものを、令和５年度からは一般事業化して、新たに地域

体験発見プロジェクトという形で事業起こしをし、キャリア

教育、地域学習を中心とした内容で事業展開を図っていく。

続いて、中学校費の学校トイレの洋式化の関係について、

来年度から精華南中学校の大規模工事を実施するということ

で、こちらも先ほどの第２号議案で説明した分を除くと、令

和５年度の当初予算としては、精華南中学校の第２期分の設

計費用５８０万円のみの計上となっている。

そして、中学校の教育振興関係について、小学校と同様の

内容で新たな経費の予算も計上しているが、それに加えて部
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活動の地域移行に向けての試行に係る費用も計上している。

次に、幼稚園費の関係について、私立の幼稚園運営助成だ

が、この間の児童数の減少で助成額が目減りしている一方で、

エネルギー関連経費の高騰など施設の運営に係る費用が増大

しているという状況を鑑みて、均等割の部分について助成金

を増額計上している。

最後に、給食関係について、現在、中学校給食の開始に合

わせて、計画的に小学校給食用食器の更新を行っており、中

学校給食で使うものと同じＰＥＮ樹脂食器に交換するという

ことで、来年度は残り３校分の更新を行う費用を計上してい

る。また、防災食育センターの関係だが、建築工事の最終年

度で約１億９００万円を計上し、最終の精算を行うとともに、

センター及び各中学校の配膳室に設置する備品類の購入経費

として約４，５００万円、施設の管理運営経費として約７，

３００万円を概算で計上している。実績がない中で仮に予算

を組んでいるものであるため、年度途中にその執行状況を見

る中で、必要に応じて補正を行っていきたいと考えている。

以上が令和５年度の学校教育課予算の主な内容となる。

生涯学習課長 生涯学習課の令和５年度の予算額は合計で１億９，０６１

万１，０００円となり、これは令和４年度の当初予算が１億

８，１４２万８，０００円だったので、比較すると９１８万

円の増額ということで、５．１％増となっている。この３年

余り、コロナの関係で事業を中断していたもの、規模縮小し

ていたものもあったので、令和５年度はぜひ復元していきな

がら、事業を進めていきたいと考えている。

まず、生涯学習支援事業や、青少年健全育成事業などコロ

ナで縮小実施していたものもあるので、復元していきたい。

そして、二十歳のつどいについて、これまで成人式として

開催していたが、令和４年４月から民法で定める成年年齢が

１８歳に引き下げられたため、本町では対象年齢を二十歳の

ままで式典の名称を変更し、二十歳のつどいとして開催した

ところ、大きな混乱は生じなかった。令和５年度についても
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二十歳のつどいとして準備を進めていきたいと考えている。

次に、精華まなび体験教室について、京都府の京のまなび

教室に連携し、子どもたちの放課後の居場所づくりとして、

地域での体験活動や学習活動を支援する取組だが、コロナ禍

で３年間事業を中断している状況であった。本町だけでなく、

府内の各市町とも情報交換をする中で、ボランティアスタッ

フの体制づくりや、感染防止対策などの課題も生じているが、

令和５年度で徐々に事業を復元していきたいと考えている。

次に、子ども祭りについて、コロナ禍にあって規模縮小開

催となっていたが、せいか祭り共々令和４年度はかなり規模

を戻しての開催となった。令和５年度も子どもたちの学び、

体験をテーマにして、けいはんなプラザを会場に、せいか祭

りとの同日開催を予定している。

図書館運営費については、主に図書館に勤務している者の

人件費や、システム関係の経費を計上している。

移動図書館運行事業については、令和４年４月から車両を

入れ替えて新しい移動図書館車を運行している。事業はおお

むね好評だが、新車導入に伴って巡回ルートの見直しを行い、

保育所や高齢者施設を訪問するなど、図書館の新たな利用促

進にもつなげているところである。

文化財保護事業について、町文化財保存活用地域計画作成

事業の委託料として、８１万４，０００円を計上しているが、

平成３０年に文化財保護法が改正されて各自治体における歴

史文化を生かした文化財の総合的、一体的な保存と活用に関

して、自治体が目指す目標や取組の具体的な内容を記載した

地域計画を作成することが制度化された。本町においても国

の補助制度を活用して、令和７年度での作成完了をめどに、

令和５年度には地域計画の作成協議会を設置し、具体的な取

組内容について検討を行う予定である。

また、体育関係だが、保健体育施設費の体育施設等の運営

事業として、むくのきセンターなどの町内体育施設の指定管

理料４，９００万円を計上している。令和５年度から第３期
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の指定管理期間となり、精華町スポーツ協会と三幸株式会社

のグループが指定管理者として施設を管理運営する。第３期

のスタートを契機に、施設の改修費用も増額計上しているの

で、設備改善を含めた利用者のサービス向上に努めていきた

いと考えている。

以上が生涯学習課が所管する令和５年度の主な歳出予算の

内容である。

松 下 委 員 小学校教育振興関係経費の中に、精北小学校の大正琴の講

師謝礼が入っている。東光小学校でもブラスバンドに一生

懸命取り組んでいるが、同様に講師謝礼などが計上されて

いないのだろうか。もしあればこの項目に当たると思うの

だが。

また、農業体験の経費が計上されているが、これは、８

小・中学校のうち、何校が実施し、どの程度の経費を使って

いるのか。

学校教育課長 まず、東光小学校のブラスバンド関係だが、令和３年度ま

では、ほとんど学校の先生の指導のみでやってきたが、令和

４年度からは、各講師への謝礼という形ではなく、業者から

指導者を派遣してもらう形で、委託料として予算措置されて

いる。

また、農業体験の関係については、もともとは特色ある学

校づくり事業という形で事業化していたが、長年継続してや

ってきている事業でもあり、今となっては、改めて「特色あ

る学校づくり」と言える状況かどうかということと、もとも

と存在した補助金の財源が無くなっていることなどから、一

般事業化して、教育振興事業の中に含めてしまっていいだろ

うと判断した。そのため、これまでは単独事業として経費が

はっきり見えていたが、令和５年度からはその分だけでは見

えない状況になっている。学校によって規模が違うので、す

ぐにお示しできる資料を持ち合わせていないが、学校によっ

て学年などに幅があり、基本的に田植などの農業体験を中心

に実施されているということで、小学校については全ての学
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校で農業体験はされている状況である。

松 下 委 員 次に、中学校教育振興関係経費の中で、部活動指導員報酬

と部活動等講師派遣費用という記載があるが、この二つは

どう違うのか。

学校教育課長 混同されるような表記になっており申し訳ないが、部活動

指導員の報酬は、継続的に各中学校のクラブ活動の指導員と

して指導に当たっていただいている方の報酬で、これまでと

同様のものである。

部活動等講師派遣費用は、先ほど申し上げたように、外部

移行に向けての試行に当たって指導者、講師を派遣するため

の費用として記載している。

松 下 委 員 その指導者、講師となる人材に目星はついているのか。

学校教育課長 まだ、どんなやり方で試行するかも全く決まっておらず、

そのような状況にはない。あくまで予算計上に当たっての想

定となるが、学校別に競技内容を決め、それに対して専門の

指導員を派遣して指導を受けてもらうというようなイメージ

の下で、一定の講師謝礼分として費用を計上している。

松 下 委 員 何人ぐらいを見込んでいるのか。学校の規模によって違う

とは思うが。

学校教育課長 あくまで予算要求上の話となるが、部活動指導員の講師が

時間単価２，０００円という形でされているので、その単価

を用いて、１回当たり３時間を１０回、３中学校それぞれ２

名ずつというような計算で予算計上している。

新 司 委 員 地域体験発見プロジェクトについて、具体的にどういうよ

うな活動で、子どもたちにどういう経験をさせるのかを教

えてほしい。

総括指導主事 本事業については、今まで特色ある学校づくりの中にあっ

たものを、農業体験とそれ以外に分けて事業化しているもの。

小学校については、各校、農業体験以外の取組になるが、中

学校については、総合的な学習の時間で取り組めるような、

例えば令和４年度であれば、精華南中学校が役場に対して町

の課題を見つけて提言するという取組をしたが、そういった
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課題解決型の学習を小学校、中学校の両方で実施していきた

いということで計上している。具体的な中身についてはまだ

手探りな部分も多く、今後、本当に一から組み立てていくと

いう状況である。

川 村 教 育 長 少し補足すると、中学校での総合的な学習の時間が、いろ

いろな教育の要素が混じり、少し体系性のない、継ぎはぎ

のようなカリキュラムになっているきらいがある。そこで、

もう少し子どもたちの考える力や発表する力を高めていく

ためには、体系性のある総合的な学習の時間の取組が必要

だろうということで、今までメインになっていた職場体験

などがコロナで思うように実施できない状況があったので、

この機会にそれも取り込みつつ、また、いろいろな主権者

としての教育についても、中学生を卒業して３年もすると

成人になり、選挙権を得るので、中学生の段階から主権者

としての意識を高めることも必要ではないかという意味で、

教育委員会事務局としてはその辺りを踏まえて今後各学校

長以下で内容を詰めていってもらおうと考えている。

新 司 委 員 学校教職員・児童生徒健康診断実施事業の教職員ストレス

チェック業務委託という項目があるが、精神疾患、心の病

気になられる先生が非常に増えて、過去最高を記録したと

いう文部科学省の報告もあり、先生たちのメンタルヘルス

ケアにしっかり取り組まないと、子どもたちにかなり影響

があるのではないかと思う。業務委託によるストレスチェ

ック等だけではなく、日常的に相談ができる場所や、他の

予算要求項目にも関わってくると思うが、人員が減ってい

る中で先生が過重労働を強いられないよう、適正な職員の

配置を行うということも関連してくるのではないかと思う。

勤務時間や働き方改革にも関連してくる内容になり、やは

り先生が心も体も健康で、子どもたちに毎日笑顔で教育を

受けさせることは非常に大事なことなので、先生の心の病

気対策や、ケアする環境をしっかりつくっていってほしい。

松 下 委 員 教職員のメンタルヘルスについては、この間ずっと状況を
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見てきて、前回も少し発言したが、校内人事の在り方にも

問題があると思う。他校からの異動職員や新採職員、また

は講師の先生を、前年度に非常に荒れたクラスや学年の担

当をさせる。そこで心を病んで、結局最後は辞めてしまっ

たり、退職せざるを得ない状況に持っていかれたりという

問題が何件かあったので、校内の分掌や人事、そういった

こともしっかり押さえていく必要があると思う。経験上、

どんなに指導力量がある先生でも、新しい所へ行った直後

には持てる力のすべてを出すことは絶対できない。そのた

め、新司委員がおっしゃった件に加えて、そういった人事

の問題も絡んできていると私は思っている。

教 育 部 長 新司委員ご発言の件について、教育委員会でも、働き方改

革の関係で学校現場の実態を可能な限り報告させていただ

いており、また、安全衛生委員会を設置して産業医も現状

の先生方の働き方、長時間労働の部分については非常に危

機感を持っておられ、これまでは健康診断の結果チェック

などを中心にやっていただいていたが、令和３年度からス

トレスチェックの委託を始めたり、学校訪問の回数を増や

して、長時間労働が常態化している先生方に直接面談をし

てという形をとっている。なかなか校内で込み入った相談

をするのは難しいという場合は、訪問時には顔合わせだけ

をして、産業医個人の連絡先をその先生に渡して、都合の

良い時間に産業医に直接電話で相談できるような形のホッ

トラインを設定いただいている。産業医の負担はかなり大

きくなるので、産業医自身の働き方改革も考えなければな

らない形にはなるが、現場に入り込んで対応いただいてい

る。心と体、両面での健康保持は非常に重要で、働き方改

革としてできることは何かという部分では、早く帰ってい

ただけるように、学校にかかってくる電話を音声ガイダン

スに切り替える時間を来年度から更に前倒しすることを進

めるなど、少しずつではあるが、学校現場の実態に応じた

形で、メンタルの不調を来すような先生方が少しでも減る



15

ような方法はないか、また、山城教育局管内の教育部長会

議などの場を活用して、他の市町の取組の状況や、長時間

労働の状況、年次休暇の取得の状況などのデータも教えて

もらいながら、できることを積み重ねて、少しでも状況が

改善できるよう取り組んでいきたいと考えている。

高 岡 委 員 ＧＩＧＡスクール構想振興関係に関して、事業内容の中で、

小学校には令和５年度新規として記載されている端末の初

期化が中学校にはない理由は何か。

学校教育課長 まず、中学校の端末については、できるだけ年度当初に使

ってもらえるよう３年生が卒業した後、令和４年度中から初

期化作業に当たる。これまでから同作業は事務局職員が行っ

ているが、調整がつけば、端末の初期化に当たってのデータ

削除などについては、卒業する生徒たちに作業に加わっても

らうことも考えている。一方、小学校については、児童に作

業に加わってもらうのは難しく、また、１年生が入学後すぐ

にタブレットを使って急ぎ何かをしなければならないという

状況が発生することは少し考えにくいので、新年度に入って

から業者委託により行うものである。

松 下 委 員 二十歳のつどいの関係だが、事業目的に、二十歳は慣習的

に大人の仲間入りをする区切りである、と記載されている

が、では、１８歳は一体何なのか、大人とは一体何なのか、

となるのではないか。その点について説明してもらえるか。

生涯学習課長 成人になった１８歳を対象とする式典として実施されたの

が全国でも２、３自治体程度だったと聞いているが、二十歳

を対象とする式典として実施された自治体が圧倒的多数だっ

たことから考えても、まだ日本の社会が整理をしきれていな

い状況と思われるので、精華町としても、予算の附属資料や、

華創に表記する際に、どのような形にするべきかを悩んだと

ころだが、もう少し社会情勢などを見極めた中で判断したい

と考えている。

松 下 委 員 我々がどう認識するかという問題だと思う。確かにお酒や

たばこなどは二十歳が基準になっているが、それ以外の、
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例えばお金の借入などは１８歳で可能になり、結婚や選挙

権など、多くのことが法改正で１８歳になっているので、

今までどおりで良いのかは非常に疑問である。人生の大切

な二十歳の節目と表現するなら、反対に、成人１８歳とは

何なのかとなる。国や京都府として公になっている表記等

があるのであれば仕方ないと思うが。他自治体等の情報を

収集して、少し検討してもらったらと思う。

川 村 教 育 長 この問題は、今年の二十歳のつどいを実施するときにもい

ろいろ議論したのだが、整理が非常に難しく、１８歳で成

人という法律の形になったので、そのタイミングで成人式

を実施するのが本来は望ましいと思うが、１８歳はまだ高

校３年生で、ちょうど受験直前、あるいは就職ということ

もあり、そこで式典をすることは不可能に近いということ

で、全国的にもほとんどが二十歳対象のままだった。これ

までの社会通念と経過の中で二十歳のつどいとして実施す

ることにはなったが、では二十歳とは一体何なのかという

ことについては、まだ十分整理ができていない。表現する

言葉が見つからない状態にあり、さらに研究をしなければ

ならないと思っている。

松 下 委 員 聞くところによると、例えば過疎地などでは５月のゴール

デンウイークの辺りに、卒業してからみんな帰ってくるか

ら、そのタイミングで実施するといった動きもあるようで、

今後、各地でいろいろな試みがされて変わっていくのだと

思うが、私が疑問に思ったのはそういった対象者や実施時

期のことではなくて、町として「節目」や「大人の仲間入

り」といった文言を使用するうえで必要な整理があるので

はということで、その点、議論してもらえたらと思う。

次に、町内遺跡発掘調査事業に周知の埋蔵文化財包蔵地に

おける調査とあるが、ここでいう遺跡とは何を指しているの

かを聞きたい。

生涯学習課長 これは、予算上、毎年９５０万円程度を計上しているのだ

が、開発行為に伴う発掘調査を教育委員会に委託された場合
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に、そこから補正予算を組んでいるとスケジュール的に間に

合わないので、仮に予算を確保しているものである。財源は

開発者の負担でまかなわれる。埋蔵文化財包蔵地内において

住宅地の開発などがあるときには開発者の負担で年間通じて

調査が何件か行われているが、それらは町の公費を使ってい

るのではなく開発者の負担によって行われて、その後工事が

進むという流れになっている。

松 下 委 員 最後に給食関係で、いよいよ防災食育センターの稼働とな

るが、大規模災害が精華町全域で起こったときには、当然

中学校給食は実施できる状況ではないので、全地域に炊き

出しを配食することになると思うのだが、仮に、全地域で

はなく一部地域のみに災害が起こったときはどうなるのだ

ろうか。精華町は広いし、３中学校があって、特に精華南

中学校の校区は、想定される災害の種類が山田川という河

川がある関係で他２校とは少し違うような気がしており、

開いている中学校もあれば、災害で開けない中学校もある

という、混在した状況が発生することもあり得るのではな

いか。そうなったときに、中学校給食と防災食育センター

の機能をどのように運営されていくのか。今の時点での考

えを聞きたい。

教 育 部 長 おっしゃるとおり、全域、局地的、いろいろな災害の状況

が起こり得ると思う。防災の計画上では、防災食育センタ

ーは中核的な拠点という位置づけではあるが、あわせて各

小学校の給食室も災害の対応を行うという位置づけをして

いるので、局地的な対応で、例えば北部の精北小学校区だ

けが被災したという場合であれば、防災食育センターは通

常どおり運営しつつ、精北小学校の給食室を炊き出しの拠

点にするなど、災害の規模や位置、地域的な状況を勘案し

ながら柔軟に対応することになっている。

新 司 委 員 事務局一般事務経費の事業内容にスクールヘルパーのボラ

ンティア保険料について記載があるが、おおよそ年間どれ

ぐらいの額でセットされているのか。
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学校教育課長 令和３年度の実績では保険料として１４万４，３００万円

の支出がある。なお、この時点の登録者数は４８１人であり、

現在は登録者数が５００人以上おられるので、もう少し金額

は増えることになる。

新 司 委 員 同じ事業で、楽器寄附ふるさと納税利用手数料とあるが、

これまでの実績は。

学校教育課長 令和３年度から新たに取組を始めた制度であり、制度を取

り扱っている業者に支払う手数料を計上している。全国から

楽器の寄附申出をいただいたものを査定し、どの学校にとい

う寄附者の思いも尊重しながら採納しているが、昨年は６件

の寄附申出があり、ありがたく頂戴して各学校で使ってもら

っている状況である。今年度については現時点では実績がな

い状況だが、現在３件の寄附申出があり、査定中となってい

る。

新 司 委 員 知り合いが精華南中学校にピアノを寄附されたことがあり、

それはふるさと納税の制度を利用された訳ではないとのこ

とだったが、そういったお気持ちのある町民の方からの寄

附が増えていけば良いなと思っている。

学校教育課長 この楽器寄附ふるさと納税制度は全国的な形でやられてい

るもので、昨年は北海道にお住まいの方からの申出もあった

と記憶しているが、それとは別に、広報誌等でも寄附採納の

紹介をさせていただく中で、直接教育委員会や学校に町民の

皆様から楽器の寄附申出を受けて、採納させていただいてい

るケースも何件かある。これまでに電子ピアノや琴など、家

庭で眠る使われていない楽器を、状態によってはお受けでき

ないものもあるが、学校の先生と一緒にお伺いして楽器の状

態を確認させていただく中で、学校のほうでぜひお受けした

いという声があったときに頂戴するという形をとっている。

川 村 教 育 長 先ほど二十歳のつどいに関して松下委員からもご意見があ

ったが、もう少し説明させていただきたい。まず、「二十歳

は慣習的に大人の仲間入りをする区切りである」という表

記については、ずっと長く法律上は二十歳が成人年齢であ
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り、国民の間に根づいた慣習的に大人の仲間入りをする、

その区切りという考え方が定着しており、法律では１８歳

になったが、そういう節目意識はまだ社会の中にある。対

象を１８歳に移せたら良かったのだが、現時点では難しい

ということで、従来どおりの開催にするという判断であっ

たと思う。二十歳が節目だという意識が大きく残っており、

もちろん法律上の成人年齢は１８歳なので、二十歳で実施

するということである以上は、その式典をするときに、１

８歳になったときにできなかった、大人としての自覚を高

めるお祝いの式典として実施することが望ましいであろう

という判断であった。しかし、今後もずっとこのまま二十

歳でやり続けるのが適当かということは十分検討していか

なければならないので、全国的な動向を見ながら、また、

松下委員がおっしゃったような時期をずらしての実施とい

うことも一つの選択肢として、検討、研究しなければなら

ないかなと思う。

松 下 委 員 やはり、我々国民が何歳からは大人であるという認識を持

つことが大事で、つまり、１８歳になったら大人である、

と発信していかなければ、法律は変わっているのにいつま

でたっても二十歳からが大人であるという意識が変わらな

いと思うので、まず我々が認識を変えていかなければなら

ないと思う。

川 村 教 育 長 それはおっしゃるとおりで、法律が１８歳になった以上、

１８歳で大人の自覚をさせるということを、啓発的な意味

でもやっていかなければならないと思う。

議案第４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

一部改正について

教 育 部 長 【提案説明】

教育委員会委員の報酬を改定するため、条例別表中の９の

項目、教育委員会委員の報酬額について、年額で１７万円を

年額で２４万円に改定するもの。
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今回の条例の一部改正に当たり、調査、検討した内容につ

いて説明させていただく。

まず、教育委員会の活動状況について、毎月開催される定

例会議や随時開催される臨時会議をはじめ、研修会や学校訪

問、各種行事への参加、さらに、教育委員としての見識を深

めるための情報収集や調査研究などの活動も含めて、およそ

年間１００時間を超える活動実績があるものと推定している。

次に、教育職員給与との参考比較について、教育委員と関

連性の高い教員の給与と勤務１時間当たりの金額で比較を行

ったところ、小・中学校の校長の４割弱で、かつ、初任者教

員の給与水準をも下回る結果であった。

次に、他自治体との比較について、本町と人口規模や産業

構造が似通っている類似団体の町村のうち、京都府、大阪府、

奈良県にある９団体で報酬金額を比較したところ、本町が最

も低い水準であった。

また、京都府内の町村との比較では、本町と同じ分類とな

る類似団体はないため、人口規模は少ないが産業構造が同様

の大山崎町、そして、府内町村の平均と比較した。

これらの調査結果を踏まえて検討した結果、令和５年度か

ら年額で２４万円に改定することが妥当であると判断したも

のである。

なお、この改定内容については、参考までに第三者意見と

して、本町の特別職報酬等審議会の委員の皆様に個別に意見

聴取をさせていただいたところ、委員のお一人から、財政が

厳しいこのご時世に増額改定することはいかがなものかとの

意見もいただいたが、他の４名の委員からは妥当な改定内容

である旨の意見を頂戴している。また、今回の報酬金額の改

定に当たり、去る１月１９日及び２月１６日の２回にわたり、

議会の所管委員会に行政報告を行い、その際に、議員からは、

近隣町村との比較よりも活動内容や実績から報酬金額を定め

るべきであるとの意見、また、市と町村で活動内容に差があ

るものではないため、近隣市の報酬金額も参考とするべきで
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あるとの意見、そして、定期的に活動内容を確認し、それに

合わせて報酬金額の見直しをするべきであるとの意見、これ

らの意見を頂戴しており、教育委員会事務局としても、今後

は、おおむね委員の任期である４年ごと、４年に一回程度、

活動内容の確認と報酬金額の検討を行っていきたいと考えて

いる。

最後に、同改正条例は令和５年４月１日から施行するもの

である。

（採決 － 全員挙手により原案どおり決定）

議案第５号 精華町立中学校給食用食器等の取得について

教 育 部 長 【提案説明】

精華町立中学校給食用食器として汁わん、飯わん、大皿、

小皿と食器を乗せるトレーの５種類の食器と、その食器類を

収納する籠とスプーン及びスプーン通しを購入するもの。

同取得については、令和５年１月１０日の公告、２月３日

の開札により、契約金額、仮契約先、仮契約の相手先が決定

した。

契約金額は８３３万８０円、契約相手方は株式会社中西製

入札参加申請業者は、落札者を含めて３者で、抽せん決定

はなかった。

本議案は、３月１日から開会となる精華町議会定例会３月

会議に提出し、議会の議決を求める予定としている。

松 下 委 員 災害が起こったときは、この中学校が使う食器を利用する

のか。それとも全く別のものを使うのか。

また、いわゆるカトラリーの中で、例えばお箸は小学校と

同様に自分のものを持参する形とするのか。

学校教育課担当課長 まず、災害時の避難食の食器については、まだ少し想定が

（学校給食担当） はっきりしていないところではある。今回の購入について

は、平時の中学校給食で利用するための食器に限定したもの
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である。

次に、お箸についてだが、現在の運用の考えでは、小学校

給食と同様、お箸は生徒に持参してもらう形で考えている。

高 岡 委 員 食器籠は４０個となっているが、その決定の根拠と、その

１籠に汁わんが何個ぐらい入る大きさかを知りたい。

学校教育課担当課長 それぞれの食器ごとに各４０個を購入する予定であり、こ

（学校給食担当） れは、各中学校のクラス数と、その他の必要数に応じて購入

する予定としている。クラスの人数に必要な約４０人分の食

器が収納できる籠を予定している。

教 育 部 長 一番最初の災害時の食器の関係だが、今回調達するのは、

先ほど担当課長が申し上げたとおり、中学校給食で使う食

器なので、この食器を災害時に利用するということはなく、

災害時には食器を洗浄して衛生状況を保つということが難

しい状況になると想定されるので、できるだけ食器が要ら

ない食事や、使い捨ての食器などが災害時の計画の中では

想定されているのではないかと考えている。

（採決 － 全員挙手により原案どおり決定）

議案第６号 精華町立中学校給食用食缶等の取得について

教 育 部 長 【提案説明】

防災食育センターで調理した給食を中学校各校に運搬する

ための食缶として、飯食缶、汁食缶、焼き物揚げ物食缶、あ

え物食缶、４種類の食缶と配膳用のパン箱の購入を行うもの。

同取得については、令和５年１月２６日の公告、２月９日

の開札により、契約金額、仮契約の相手が決定した。

契約金額は７２１万６，０００円、契約相手方は三和厨房

株式会社京都営業所所長、高橋義之である。

入札参加申請業者は、落札者を含めて３者で、抽せん決定

はなかった。

本議案についても、先ほどの第５号議案と同じく、３月１

日から開会となる精華町議会定例会３月会議に提出し、議会
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の議決を求める予定としている。

松 下 委 員 献立について、現在想定している米飯とパンの比率が分か

れば教えてほしい。

もう一点、取得するパン箱は、業者がそのパン箱に入れて

持ってきてくれるのか、それとも、センターで学校、学級ご

とに分けて入れるものなのか。

学校教育課担当課長 米飯とパン食の比率については、現在、小学校給食のほう

（学校給食担当） で、例えば第１週目は３回、第２週目は４回といった形で、

平均して３．５日の米飯の給食を実施している。中学校でも

小学校と統一の献立で計画しているので、この比率での実施

を予定している。

また、パンの納入については、一旦このパン箱は防災食育

センターに納入してもらい、洗浄等の準備ができれば各中学

校の配膳室に設置し、中学校の配膳室に納入されたパンを配

膳員がパン箱に分けて、各クラスに配膳するという形で実施

予定である。

（採決 － 全員挙手により原案どおり決定）

（５）協議事項

令和５年度精華町学校教育・社会教育指導の重点について

【提案説明】

総括指導主事 前回と大きく変更している点が１点ある。「１ 学校経営

の基本事項」の中で、令和４年度は「新型コロナウイルス感

染症対策として」という（３）があったが、令和５年度では

削除し、以下の項について番号を繰り上げている。理由とし

ては、この２か月の間に国の新型コロナウイルスに対する対

応も変わってきて、また、４月１日以降も新しい学校での生

活に対しての方向性が出ると報道されていることから、「１

学校経営の基本事項」は各校で令和５年度に取り組む最重点

課題となるのでこれを削除したもの。ただし、新型コロナウ

イルス関係について触れているところは他にもあり、「２
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未来を生き抜く子どもの育成」の（９）にある「新型コロナ

ウイルス感染防止のための正しい保健衛生知識、新しい生活

様式に基づく指導を徹底するとともに、当該感染症に起因す

る様々な悩みやストレスについてのケアに努める」という部

分については、引き続き新しい生活様式に基づく指導も必要

であり、新型コロナウイルス感染症に起因する悩みやストレ

スもまだ解消するわけではないので、そのまま残している。

続いて、前回、「２ 未来を生き抜く子どもの育成」の

「（４）心の教育、道徳教育の推進」の中で、道徳の諸様相

について序列があるように読めるのではないかというご指摘

をいただいたため、もう一度学習指導要領を確認し、道徳に

ついての見識を有する方に相談し、検討した結果、やはり学

習指導要領の中で、諸様相については序列があるものではな

いということがただし書で書かれている以上、序列があるよ

うな書きぶりは避けるべきではないかという考えから、序列

のない、並列の書き方となるよう、「道徳的判断力、道徳的

心情、道徳的実践意欲と態度を育てる」と改めている。

また、訂正箇所ではないが、オンライン教育、オンライン

授業と評価との関係を質問いただいていた件については、文

部科学省のオンライン教育に関するＱ＆Ａで確かめたところ、

オンライン授業で行った内容については評価の対象にすると

いうことになっている。その評価も積み重ねていって評定に

つながるものと捉えている。

生涯学習課長 続いて、社会教育指導の重点について、前回から変更した

箇所を説明させていただく。

前回の教育委員会会議の後に、２月１４日に社会教育委員

会議を開催し、この社会教育指導の重点を見ていただいた中

で、ご意見をいただいた箇所が２か所あった。

まず、冒頭の「はじめに」の中で、前回、「人がつながる

地域づくり」という文言を追加したと説明させてもらったと

ころだが、さらに、「世代をこえて」という一言を加えたほ

うが良いのではないかというご意見をいただいたので、これ
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を追加し、「世代をこえて人がつながる地域づくりと住民の

自発性・自主性を尊重した学習活動を支援することを柱」と

させていただいた。

そして、「５ 教育の質を高める環境の整備」の「（３）文

化講座の充実」の中で、「豊かな知識と経験を生かすことの

できる文化活動」を「豊かな知識を生かし、次世代につなが

る文化活動」と改め、次世代につなげるということを強調す

れば良いのではないかというご意見をいただいたので、その

文言を追加した。

松 下 委 員 私も、オンラインの評価については社会が変化し、学校も

家庭も変化していく中で、評価そのものが旧来と同じとい

うことでは決してないだろうと思っていたので、先ほどの

説明で理解をした。オンラインで授業を受ければ、やはり

それも指導の一つとして学校が評価していくということで、

その評価は全体の評価にもつながると良いと思う。ただ、

先日、教育局と話をする機会があり、同じ質問をしてみた

ところ認識が異なり、評価はできるかも知れないが、評定

等はテストを受けないとできないという回答だった。評価

をして、評定をしていくという、そこの問題をどう捉えて

いくのかが、今後の課題にもなってくるのではと感じる。

総括指導主事 文部科学省のＱ＆Ａの中にも、臨時休業や出席停止等によ

るやむを得ない理由での欠席児童生徒の自宅等における学習

の内容を学習評価に反映して良いかという質問があるのだが、

その中で、その学習の状況や成果は、学校における学習評価

に反映することができるとされている。ただし、その確認が

必要であるということは加えてあり、具体的な自宅等での学

習の状況及び成果の把握をプリントやレポート、学校におけ

る学習状況で確認しなければならないということと、また、

教師による確認の手段の中にはテストも含まれるかもしれな

いが、そのような形で学習したことについては評価に反映す

ることができるとされている。

過去、２か月間の長期にわたって学校が休業になったとき
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も、そのときに出した課題について評価に加えるようにとい

うことも出ていたので、直接対面していなくても、それらに

ついては、確認した上で評価に反映することができると捉え

ている。

松 下 委 員 絶対にテストを受けないと評価、評定できないということ

ではないということで、理解した。

高 岡 委 員 先ほどの社会教育指導の重点の「（３）文化講座の充実」

中の「生かし、次世代につながる文化活動や」という文言

だが、これは、次世代に引き継いでいける文化活動なのか、

次世代と共に広めていく文化活動なのか、「つながる」と

「つなげる」の言葉の違いで意味が変わってくると思うが、

ここを「つながる」にした理由は何か。引き継ぎ、つなげ

ていけるような文化活動という意味の「つなげる」のほう

が良いかもしれないと個人的には思うのだが。

教 育 部 長 社会教育指導の重点の「はじめに」の冒頭のところで「世

代をこえて人がつながる」とあり、ここで「つながる」を

選択しているのは、この「つながる」との関連ではないか

と思う。

総括指導主事 「つながる」も「つなげる」も、品詞は動詞で一緒だが、

他動詞と自動詞の違いがあり、「つなげる」は他動詞で、

誰々がつなげるという言葉が要るのだが、「つながる」は自

動詞で、自然につながるということで、意味合いが少し違う。

「つなげる」であれば、主語が誰になるかということが出て

くる。

高 岡 委 員 主語は高齢者で、高齢者の人が生き生き生活するために、

習ったことを次の人にもつなげるように、そのための社会

活動とか、参画の取組に関わってくるということではと思

った。

川 村 教 育 長 それでは、この点については、次回議決を行うので、それ

までに研究することとしたい。

松 下 委 員 同和教育、人権教育の関係だが、前回も発言したように、

京都府の振興計画や法務省関係の資料などは、確かに「同
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和教育（部落差別）」という表記で統一されている。ただ、

令和４年度の京都府の学校教育と社会教育の指導の重点に

はその文言は入っていないので、令和５年度の京都府の指

導の重点もその文言を使って表記をするのかというところ

が少し気になる。冒頭に言ったように、文部科学省、京都

府教育委員会と精華町教育委員会はやはり一体になってや

っていくというのが一つの方針でもあるし、少しその辺り

が気になる。もし仮に、京都府の指導の重点とは違うが、

町としてはそう表記するのだということであれば、現場と

しては、これを見たときに、去年からの変更点として、町

として特に新たなことを取り組んでいく必要があると認識

すると思うので、そこは少し整理してほしい。私は、基本

的には京都府の指導の重点の表記に合わせるのが良いと思

う。

川 村 教 育 長 「同和問題」と「同和問題（部落差別）」とは、私の認識

としては同じである。

松 下 委 員 その点を言っているのではなく、京都府の指導の重点と違

う表記を敢えてするということは、その部分について、今

年度よりもバージョンアップした同和問題学習を実施して

いく必要が生じると私は思う。

川 村 教 育 長 私としては、京都府の指導の重点がどのような表記になる

としても、町の指導の重点にはこれを追記すべきだろうと

思う。結局、同和問題とは何かということを明確化してい

かなければならないということが、本質としてあるはず。

松 下 委 員 私も個人的にはそう思う。しかし、それを公教育としての

精華町立小・中学校にそこまでやっていくのかという点が

気になる。

川 村 教 育 長 であれば、松下委員と私は同じ思いなので、京都府の教育

委員会がどのような方針を持っているかは確認するが、精

華町としてはこれでいくということで、私は良いのではな

いかと思っている。では、もう一度この点は来月の会議で

議論させていただく。
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これまで細部にわたって非常に活発な議論をしていただき

感謝申し上げる。本日ご意見いただいた点を踏まえて、再度、

事務局で説明の仕方も含めて必要な修正を行い、次回、３月

の教育委員会に議案として提案させてもらうので、よろしく

お願いしたい。

（６）事務局からの諸報告

教 育 部 長 １ 令和５年度施政方針の概要について

まず、最初の項目では、町長の３点の基本認識がまとめ

られている。１つ目は、厳しさを増す国際情勢について、

２つ目は、急速に少子化が進む日本について、３つ目は、

未来の学研都市精華町について、である。

また、基本方針が４点にまとめられているが、特に教育

委員会に関連する内容については、「③未来をひらく教育と

文化のまちづくり方針」として記述されている。

まず、町長の選挙公約の一丁目一番地である中学校給食

を、令和５年度の２学期から安全で安心なおいしい給食と

して提供するということ、また、急激な物価高騰に伴い、

値上げが迫られている小学校給食については、給食費を据

え置き、保護者負担の軽減を図ること。

また、学校トイレの洋式化やＩＣＴ教育の充実、支援体

制の強化、中学校の部活動の地域移行の取組を進めること

としており、補足すると、現在、次の課題として、対応済

みの川西小学校と精華中学校を除く６つの小・中学校のト

イレの洋式化を令和３年度から２校ずつ、令和８年度まで

に完了させる計画で進めている。

また、ＩＣＴ教育の充実のため、教員への支援体制の強

化として従事者を２名から３名に増やすという予算を要求

しているが、予算だけでなく、人の確保が難しい面もある

ので、オンライン会議や電子メールで教職員の相談を受け

るなど、問題解決、支援の新たな仕組みも検討していると

ころである。
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次に、総合教育会議を通じて、教育委員会と連携し、悩

みや課題を抱える児童生徒一人一人に寄り添った教育の実

現を目指し、いじめ防止対策や特別支援教育の推進を図る

など、子どもを守るまちにふさわしい教育のまちづくりを

進めることとしている。

一方、生涯にわたる主体的な学習活動を支援するため、

利用者の満足度の高い図書館サービスの提供とともに、町

内の文化・スポーツ振興の拠点施設であるむくのきセンタ

ーの施設や設備の改修に取り組み、安全で快適な施設の利

用環境整備に努める。

また、文化財の保存と活用に向けた地域計画策定に取り

組むとともに、デジタルミュージアムの運営などにより、

郷土の歴史の伝承と普及に努める。

人権の分野では、精華町人権啓発推進委員会や山城地域

の市町村と連携し、一人一人の尊厳と人権が尊重され、多

様性を認め合うことができる社会の実現に向けて、人権教

育・啓発推進計画に基づいた施策を展開する。

これらの予算を獲得できたのは、１２月の総合教育会議

で教育委員の皆さんから令和５年度の予算編成に当たり、

様々な要望事項を直接、杉浦町長に伝えていただいたこと

が町長の心に強く響いた結果ではないかと考えている。

令和５年度の教育委員会関係の予算については、防災食

育センターの建設事業が完了することから、教育費全体で

１５億１，５３９万円と昨年度より３億６，１１０万円、

１９．２％の減少となっているが、代わりに防災食育セン

ターの管理運営事業などの経費が新規計上されている。ま

た、一般会計全体での予算規模は１５２億６，０００万円

で、令和４年度と比較すると６億８，０００万円、率にし

て４．７％の増加ということで、大きな伸びの予算規模と

なっている。

いずれにしても、精華町の財政状況はとても厳しいが、

杉浦町長はじめ町長部局のご理解により、教育予算につい
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て最大限の配慮をいただいたのではないかと考えている。

今後は、３月１日から開催される議会定例会３月会議で予

算案が審議され、可決いただいたら、令和５年度の予算執

行について、精いっぱい事業の推進に取り組みたいと考え

ている。

教 育 部 長 ２ 卒業式におけるマスクの取扱いに関する基本的な考え

方について

文部科学省は、２月１０日に卒業式におけるマスクの取

扱いに関する基本的な考え方について通知を出している。

１月２７日に開催された政府の新型コロナウイルス感染症

対策本部会議において、１つ目は、５月８日から現在の２

類感染症から５類感染症へ引き下げるという方針、２つ目

は、屋内では基本的にマスクの着用を推奨するという、こ

れまでの取扱いを改め、一律のルールとして求めるのでは

なく、個人の主体的な選択を尊重し、着用は個人の判断に

委ねるということを基本として検討することなどが示され

た。

また、学校におけるマスク着用の考え方の見直しについ

ては、令和５年４月１日から適用するということでされて

おり、令和５年３月３１日までの年度内における卒業式以

外の学校教育活動においては、従来どおりの衛生管理マニ

ュアルに沿った対応を踏まえつつ、メリハリのあるマスク

着用が求められている。

卒業式におけるマスクの取扱い等についてということで、

卒業式だけは特別なルールということで示されているのだ

が、基本的な考え方として２点あり、１点目は、児童生徒

及び教職員は入退場、式辞、祝辞等、卒業証書授与、送辞、

答辞の場面など、式典全体を通じてマスクを外すことを基

本とすること、また２点目は、来賓や保護者等はマスクを

着用するとともに、座席間に触れ合わない程度の距離を確

保した上で参加人数の制限は不要とすること、とされてい
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る。

次に、２月１４日に京都府教育委員会から示された補足

説明だが、文部科学省通知の趣旨を踏まえるとともに、当

該補足事項にも留意の上、必要な検討、取組を求めるとい

う内容であり、文部科学省通知を詳細に補足している部分

と、少しトーンが異なる部分もある。

生徒への対応については、マスクを外すことが基本とな

っているが、入試時期を控えていることや、基礎疾患があ

るなど、様々な事情により感染不安等のため、式典中もマ

スク着用を希望する児童生徒がいるということであれば、

外すことが基本という解釈だが、外さなければならないと

いうわけではないため、くれぐれもマスクを外すという指

示をすることがないよう十分に留意することとされている。

教職員の対応については、マスクを外すことが基本とな

っているが、式典会場の状況等により、教職員にはマスク

の着用を求めるという対応はあり得るということ。そして、

来賓及び保護者等への対応については、マスク着用を求め

ること。また、児童生徒及び教職員のマスクの取扱いにつ

いては、教育的意義を考慮したものであるということが文

部科学省通知にも明記されているためであって、在校生が

参列する場合はマスクを着用させること。また、このマス

クの取扱いについては、卒業式の式典中に限る対応である

ということを留意するということ、以上が挙げられており、

先ほど申し上げたとおり、３月３１日まではこれまでの対

応に準じた形になる。

総括指導主事 １ 生徒指導報告について

（１）小学校

１月の問題事象は１件。

不登校は１６人。

（２）中学校

１月の問題事象はゼロ件。
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不登校は５０人。

総括指導主事 ２ 問題事象の月別発生件数について

小学校は累計２件、中学校は累計８件となった。昨年度

と比較して中学校は少ない状況である。指導の充実ととも

に、未然の防止に努めてまいりたい。

長期欠席については、令和３年度と各月で比べると、小

学校は増えてきている状況で、中学校も特に夏以降に増え

てきている状況である。

体調の不良を訴えての欠席であり、本人や保護者と家庭

訪問等で連絡を取り、状況は把握できている。引き続き、

家庭と連絡を取りながら取り組んでいきたい。

総括指導主事 ３ 重災害事故報告について

１月の報告は３件。そのうち１件は骨折の事象で、他２件

は大事には至らない事象だった。

学校教育課長 １ 皆出席に対する表彰制度について

現在、精華町では、小・中学校の義務教育９年間を通じ

て皆出席、いわゆる皆勤賞だが、これに対する表彰制度があ

り、この制度をこの間の状況、情勢を踏まえて、今年度で廃

止する方向で検討している。現状、山城教育局管内では、こ

の制度を現在も継続している自治体が、本町と宇治田原町の

２町のみという状況で、そもそもずっと以前に廃止等してい

るか、または、制度自体がないところがほとんどである。こ

の間、コロナ禍の影響もあり、いろいろな形での不登校の児

童生徒が増えている状況も踏まえて、出席することが全てで

はないということもあり、今の時代に合わない制度になって

いるのではと考えられるので、廃止が確定しているわけでは

ないが、その方向で進めていきたいと考えているので、あら

かじめ報告させていただく。



33

生涯学習課長 １ 行事の実施予定等について

１点目、精華町少年少女合唱団の定期演奏会・卒団式を

３月２６日の日曜日に行う。この２、３年は定期演奏会も中

止していたが、今年については、定期演奏会を開催する方向

で調整している。これまでご家族の方などに十分観ていただ

く機会がなかったので、今年については、ご家族、友人、関

係者を中心にと思っており、一般に広くチラシを配布すると

ころまではしていないが、入場制限はかけずに実施したいと

考えている。

２点目、精華町民文化賞、スポーツ賞の表彰式について、

２月２０日に選考委員会が行われ、町民文化賞と町民スポー

ツ賞が選考された。表彰式については３月３０日、町立図書

館の集会室で行う。文化賞についてはジュニア文化賞が４件、

そして町民スポーツ賞についてはスポーツ賞が２件とジュニ

アスポーツ賞が４件ということで選考されている。表彰式に

は選考委員として松下委員に出席いただく。

（７）後援関係

１月から２月にかけて受け付けた教育委員会後援事業の報告は、総数

６件、学校教育課関係はなし、生涯学習課関係が５件で、社会教育係の

担当が５件、社会体育係の担当が１件となっている。

（８）３月の行事予定

主なものを紹介させていただくと、３月１４日に町内中学校、３月２

０日は町内小学校において令和４年度の卒業式が開催される。また、

小・中学校の修了式は３月２４日で、翌日から春休み期間に入る。

そして、先ほど生涯学習課長から報告があったとおり、３月２６日に

は少年少女合唱団の定期演奏会と卒団式、また、３月３０日には精華町

民文化賞・スポーツ賞表彰式を開催予定としている。

（９）閉会

教育長が第２回教育委員会の閉会を宣言。


